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１．はじめに 

  「消費者を主役とする政府の舵取り役」として、消費者行政を一元化する新組織の

創設は、消費者の不安と不信を招いた個々の事件への政府全体の対応力の向上を目指

すのみならず、明治以来の日本の政府機能の見直しを目指すものである。明治以来、

我が国は各府省庁縦割りの仕組みの下それぞれの領域で事業者の保護育成を通して国

民経済の発展を図ってきたが、この間「消費者の保護」はあくまでも産業振興の間接

的、派生的テーマとして、しかも縦割り的に行われてきた。しかし、こうした古い行

政モデルは見直しの対象となり、規制緩和など市場重視の施策が推進されるようにな

った。その結果、今や「安全安心な市場」、「良質な市場」の実現こそが新たな公共的

目標として位置付けられるべきものとなったのである。それは競争の質を高め、消費

者、事業者双方にとって長期的な利益をもたらす唯一の道である。 

 

消費者行政を一元化する新組織の創設はこの新たな目標の実現に向けて政府が積

極的に取り組むことを自らの行動を通して示すものにほかならない。それはまた、政

府がこれまでの施策や行政の在り方を消費者基本法（昭和４３年法律第７８号）の理

念である「消費者の利益の擁護及び増進」、「消費者の権利の尊重及びその自立の支援」

の観点から積極的に見直すという意味で、行政の「パラダイム（価値規範）転換」の

拠点であり、真の意味での「行政の改革」のための拠点である。これにより、消費者・

生活者が主役となる社会を実現する国民本位の行政に大きく転換しなければならな

い。 

   

新組織は何よりもまずこれまでの縦割り的体制に対して消費者行政の「一元化」を

実現することを任務とし、そのために強力な権限と必要な人員を備えたものでなけれ

ばならない。しかし、この組織が機動的に活動できる賢い組織として消費者行政にお

いて司令塔的役割を果たすためには、何よりも地方自治体との緊密な協力が必要であ

り、消費生活センターの強化充実を前提にした緊密な全国ネットワークが早急に構築

されなければならない。行政の「パラダイム（価値規範）転換」のためには中央・地

方を貫く、消費者の声が届く連携・協力のネットワークの創出が不可欠である。 

 

  この度創設される新組織は行政のこうした大きな転換の重要な起点であり、発足後
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も「消費者の利益の擁護及び増進」のために継続的にその活動を強化充実していかな

ければならない。実際、すべてを一挙に、限られた時間の中で実現することはできな

い。こうした強化充実のためには消費者の声を真摯
し

に受け止める仕組みの存在と消費

者による強力な後押しが欠かせない。消費者がよりよい市場とよりよい社会の発展の

ために積極的に関与することがあってこそ、新組織はその存在感を高めることができ

る。 

 

新組織の創設は、転換期にある現在の行政の関係者が「公僕」としての自らの活動

の意味を再考する重要なきっかけを作るものであるとともに、消費者の更なる意識改

革をも促すものである。その意味でこの改革は「消費者市民社会1」というべきものの

構築に向けた画期的な第一歩として位置付けられるべきものである。 

 

                                                  
1 「消費者市民社会」とは、個人が、消費者としての役割において、社会倫理問題、多様性、世界情勢、将来世代の状

況等を考慮することによって、社会の発展と改善に積極的に参加する社会を意味しており、生活者や消費者が主役とな

る社会そのものと考えられる。 
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管府省庁の共管とする。また、登録、免許等のいわゆる入口規制と出口である登

録取消し等の処分については、二重行政を避けるため、業所管府省庁の所管とし

つつ、消費者庁は強力な勧告権及び勧告を行うか否かを判断するために必要な調

査を行う権限を持つこととし、その旨を個別の業法に明記する。また、消費者庁

は、処分について事前協議を受けるべきである。 

さらに、不正取引に関する申出制度の整備を進める。 

   

（ⅲ）「安全」に関する法律については、民事ルールを定める法律は、消費者被害の実

態を踏まえ整備することが必要であることから、消費者庁が所管する。 

   危害の発生についての報告制度、情報収集、情報分析（商品テストを含む）、危

害の発生に即応した司令塔機能、緊急避難措置に関する法律は、 

① 消費者被害の実態を踏まえ機動的に対応することが決定的に重要であること 

② 各府省庁をまたがる横断的な調整が必要であること 

などから、消費者庁が所管する。特に、重大事故報告・公表制度については、消

費者庁が所管し、消費生活用製品以外の製品、食品、サービス、施設等の分野に

広げていくこととする。この重大事故報告・公表制度を含め、消費者庁は、安全

に関する情報を一元的に集約・分析するとともに、情報を早期に発信・公表する

ことなどにより、食品を始めとした消費者の「安全」を確保する。 

   安全基準の設定については、製造、流通プロセスに関する情報を踏まえること

が重要であるが、同時に消費者被害の実態等を反映することが必要であることか

ら、各府省庁が消費者庁に協議した上で決定することを各法律に規定する。 

   食品安全基本法（平成１５年法律第４８号）は、消費者が日常的に消費する食

品の安全に関する基本法であることから、消費者庁に移管する。ただし、食品安

全委員会の設置等に関する規定の所管については、引き続き検討する。 

 

（ⅳ）消費者庁が消費者からの苦情相談に関する情報や被害情報等を一元的に収集し

た上で、調査・検査・試験等を、（独）製品評価技術基盤機構、（独）農林水産消

費安全技術センター、（独）国立健康・栄養研究所等の関係機関に、機動的に要請

できる仕組みについて早急に検討し、その結果、必要に応じて、関係法令におけ

る、独立行政法人等の関係機関の調査・検査・試験等の規定に関して所要の措置
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（３）消費者庁の規模 

総合調整、勧告など新たに設けられる機能に対応した体制を整備することで、「消費

者を主役とする政府の舵取り役」を担うにふさわしい規模とする。その際、法律の移

管・共管や情報の集約分析機能、司令塔機能等の整備に伴い、所要の機構、定員、予

算を各府省庁から移し替える。 

また、消費者からの相談情報の分析や困難事案への助言、さらには科学技術に関す

る知見を要する表示基準等の調査分析などに従事する非常勤職員（相談員、研究者等）

を確保し、常勤職員と合わせて、消費者庁の機能を十分に発揮できる体制とする必要

がある。 

 

 

なお、食品安全委員会については、どこに設置するのが適当か政府を中心に引き続

き検討を行うこととするが、いずれにせよ、食品健康影響評価（リスク評価）やリス

クコミュニケーションの在り方を中心に改革を進める必要がある。その際、リスク評

価の科学的客観性を担保しつつ、消費者とのリスクコミュニケーション等に関しては、

消費者行政との連携を強める仕組みを整備する。特に、食品の安全に関する緊急事態

が発生する際には、食品安全に関する総合調整を担う消費者行政担当大臣の判断で緊

急対策本部を機動的に設置できるようにする等の対応が必要である。 

 

 

 




